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相続・贈与時の不動産評価は【 路線価 × 各種補正率 × 地積（㎡） 】で算定します。（路線価地域に限ります。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 所有している土地の面積が 300 ㎡の自用地であった場合… 

240,000 円 × 300 ㎡ ＝ 72,000,000 円 
（路線価）      （面積）     （自用地評価額） 

 

② 所有している土地の面積が 300 ㎡の貸家建付け地であった場合… 

72,000,000 × （1 － 60％ × 30％）＝59,040,000 円 
（自用地評価額）        （借地権割合） （借家権割合） （貸家建付け地評価額） 

 

計算例：     の路線価道路に接する土地 

 

市街化区域など都市部の土地について、その宅地が接する道路ごとに定められた 

「標準的な宅地の 1 ㎡あたりの価額を千円単位で示したもの」です。 

 

    国税庁 HP の「財産評価基準書 路線価図・評価倍率表」にてどなたでも 

    閲覧可能です。（URL: https://www.rosenka.nta.go.jp/） 

    ※毎年 7 月 1 日に路線価が公表されます。 
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相続・贈与時の不動産評価について 

路線価とは 

【借地権割合】 

 →路線価図より確認 

  ※地域ごとに異なります 

【借家権割合】 

 →全国一律 30％ 

 

都道府県 前年比 

三重県 0.4％ 

滋賀県 0.5％ 

京都府 3.7％ 

大阪府 4.4％ 

兵庫県 2.0％ 

奈良県 -1.0％ 

 

令和 7 年度の路線価について 

令和 7 年度における標準宅地の評価基準額は、全国平均 2.7％の

上昇となりました。これは、前年の 2.3％上昇を上回り、4 年連

続での上昇です。 

全国的にインバウンド需要を取り込んだ観光地や都心へのアクセ

スが便利な地域で上昇傾向が見られます。 

関西 2 府 4 県では、奈良県を除く全ての府県で上昇が見られ、 

兵庫県では豊岡市城崎長湯島の最高路線価上昇率が 24.2％とな

り、全国で 7 番目に高い上昇率を記録しました。 

路線価の上昇にともない、相続税額が増えることに対する不安の声が大きくなっています。 

相続税対策には数年単位で計画的に行うものもあり、早めの対策が重要となります。 

ひょうご税理士法人では、相続税試算および相続対策のご提案を行っておりますので、 

気になる方はお気軽にご相談くださいませ。 


